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中国特許プラクティスにおける記載不備の留意事項 
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（２０１３年０６月２６日改訂済） 

1. はじめに 

 中国専利法第 26 条第 4 項には、権利要求書は説明書を根拠（サポート要件）とし、専利による保護を求めている

範囲を明確、簡潔に限定（明確性要件）しなければならない旨、規定されています。なお、専利法実施細則第 19条第

1項には、権利要求書には発明の技術的特徴を記載しなければならない*1旨、規定されています。上記のサポート要件

および明確性要件は、拒絶査定と無効の各根拠となります。 

 

 以下に、中国専利審査指南に基づき、権利要求書に求められるサポート要件と明確性要件とについて説明します。 

 

【全１４頁】 

 

 

                                                   

*1 独立請求項は、全体的に発明の技術的構想を反映し、技術課題を解決するために必要な技術的特徴を記載しなければならない。なお、この要件

は、従属請求項には適用されない。 


